
◎金融商品取引法の一部を改正する法律 
（平成二九年五月二四日法律第三七号）   

一、提案理由（平成二九年四月一二日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました金融商品取引法の一部を改正する法律案に

つきまして、提案の理由及びその内容を御説明させていただきます。 

 情報通信技術の進展等の日本の金融及び資本市場をめぐる環境変化に対応することが

喫緊の課題となっております。このような状況を踏まえて、この法律案を提出した次第

であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明をさせていただきます。 

 第一に、株式等の高速取引を行う者に対し登録制を導入し、適切な体制整備、リスク

管理、当局への情報提供などのルール整備を行うことといたしております。 

 第二に、証券取引所グループの業務の柔軟化を行うこととしております。 

 第三に、上場会社による公平な情報開示に関するルールの整備を行うことといたして

おります。 

 その他、関連する規定の整備等を行うことといたしております。 

以上が、金融商品取引法の一部を改正する法律案の提案理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願いを申し上げま

す。 

二、衆議院財務金融委員長報告（平成二九年四月一八日） 

○御法川信英君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、我が国の金融及び資本市場をめぐる情報通信技術の進展等の環境変化に対応

するため、株式等の高速取引に関する法制の整備、金融商品取引所グループ内の共通・

重複業務の集約の容易化及び上場会社による公平な情報開示に係る規制の整備等の措置

を講ずるものであります。 

 本案は、去る四月十一日当委員会に付託され、十二日麻生国務大臣から提案理由の説

明を聴取し、十四日、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、採決いたしまし

たところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年四月一四日） 

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 本法に基づく制度の運用に当たっては、情報通信技術の進展等の我が国の金融及び

資本市場をめぐる環境変化を踏まえ、投資者保護の観点から、実効性のある検査及び

監督体制を整備すること。 

  その際、優秀な人材の確保と職員の専門性の向上を図るとともに、必要な定員の確



保及び機構の整備に努めること。 

三、参議院財政金融委員長報告（平成二九年五月一七日） 

○藤川政人君 ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査の 

経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、情報通信技術の進展等、我が国の金融及び資本市場をめぐる環境変化に 

対応するため、株式等の高速取引に関する法制の整備、金融商品取引所グループ内の共 

通・重複業務の集約の容易化、上場会社による公平な情報開示に係る規制の整備等の措 

置を講じようとするものであります。 

委員会におきましては、高速取引の影響と規制の効果、フェア・ディスクロージャー

・ルールの対象範囲、金融庁及び取引所におけるＩＴ専門人材確保の必要性等について

質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決 

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月一六日） 

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 アルゴリズムを用いた高速取引の進展により、市場の安定性や効率性、システムの

脆弱性等の観点から様々な懸念が指摘されていることを踏まえ、本法に基づき創設さ

れる高速取引行為者の登録制度の下で、当局による検査・監督及び金融商品取引所に

よる調査を活用して高速取引の実態把握に努めるとともに、個人投資家等の保護に欠

けることのないよう、国際的な連携も図りつつ今後の規制の在り方を適宜検討するこ

と。 

一 上場会社による公平な情報開示に係る規制の実効性を高めるため、規制内容の明確

化や周知徹底などの環境整備に努めるとともに、金融商品取引業者等による情報の不

適切な取扱いによって市場の透明性や公正性に対する信頼を損ねることのないよう、

不公正取引規制の実効性確保を図ること。 

一 証券・金融と商品を一体として取り扱う総合取引所の創設が、我が国市場の国際競

争力の強化及び利用者利便の向上を図るために重要な取組であることに鑑み、総合取

引所についての規制・監督を一元化する金融商品取引法の趣旨を踏まえ、その早期実

現に向けて取引所等の関係者に対し更なる検討を促すなど、金融庁、農林水産省及び

経済産業省が連携して対応を強化すること。 

一 本法に基づく制度の運用に当たっては、情報通信技術の進展等の我が国の金融及び

資本市場をめぐる環境変化を踏まえ、投資者保護の観点から、実効性のある検査及び

監督体制を整備すること。 

  その際、地域の金融商品取引業者等の検査及び監督を主に担当する財務局も含め、



優秀な人材の確保と職員の専門性の向上を図るとともに、必要な定員の確保、高度な

専門的知識を要する職務に従事する職員の処遇の改善、機構の充実及び職場環境の整

備に努めること。 

  右決議する。 


